
キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出  93762873889
商品等の原価に算入した利息の支払額  366440819
人件費支出  34434905176
その他業務支出  352248050457
受託収入 13383764325
都市再生業務収入 109075134101
賃貸住宅業務収入 653747618730
その他業務収入 19612017004
補助金等収入 30593814151


小計 345600077970
利息及び配当金の受取額 3754762379
利息の支払額  66764982496


業務活動によるキャッシュ・フロー 282589857853

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出  936000000000
有価証券の売却による収入 820000000000
有形固定資産の取得による支出  146074860234
有形固定資産の売却による収入 78147541539
貸付金の回収による収入 220833332
敷金及び保証金の受入による収入 12633438267
敷金及び保証金の返還による支出  25565549044
その他の投資活動による支出  1468158622


投資活動によるキャッシュ・フロー  198106754762

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
債券の発行による収入 75000000000
債券の償還による支出  45000000000
長期借入れによる収入 500256000000
長期借入金の返済による支出  607012988000
リース債務の返済による支出  2978900469
国庫納付金の支払額  87690038500


財務活動によるキャッシュ・フロー  167425926969

Ⅳ 資金に係る換算差額  822831
Ⅴ 資金減少額  82943646709
Ⅵ 資金期首残高 143743932804


Ⅶ 資金期末残高 60800286095



利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類
（令和８年６月29日）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 2426026741
当期総利益 8802201808
前期繰越欠損金 6376175067

Ⅱ 利益処分額
積立金 2426026741


2426026741


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【注記事項】
重要な会計方針
「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独
立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以
下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。
１ 減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しています。
残存価額は、１円としています。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。
建物 ３～70年
構築物 ３～70年
機械装置 25～70年
車両運搬具 ６年
工具器具備品 ５～20年

 無形固定資産
無形固定資産のうち、定期借地権については、賃貸借期間で定額法により償却しています。

70年
法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）により償却して
います。
 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法により償却しています。

２ 引当金の計上基準
 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
 賞与引当金
役職員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の勤務に係る部分を計上し
ています。
 プロジェクト損失引当金
プロジェクトから生じる損失に備えるため、翌期以降の損失発生見込額を計上しています。

 退職給付引当金
役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しています。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっています。
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